




















【Abstract】The name of Mutsu Munemitsu reminds us of the “Mutsu diplomacy”
during the Sino-Japanese war in the last decade of the 19th century. While most
studies of Mutsu have naturally focused on his tenure of foreign minister, his
career as a whole has not been so probed as it should be. Especially his initial
stage in the Meiji government has not been in the docket of researches on Mutsu.
As an attempt to fill this lacuna, this article analyses his political designs as well as his
political activities from 1868 to 1874. In 1868 young Mutsu entered the Meiji government.
From then on, he held posts in the new government including governor of Hyogo and
Kanagawa. He also engaged himself in reforms of his ex-domain Wakayama. In 1872 he
assumed head of the Land Tax Revision Bureau and successfully managed to realize the
reform of the land tax in 1873. 
Through his various posts regardless of his brief term of a bureaucrat, did Mutsu seek
to grasp the political power and status, but in vain. In contrast to those from Satsuma and
Choshu, two major dominant domains which have much to do with the fall of the Toku-
gawa Bakufu, Mutsu had no political forces to back him up. He also tried to enhance the
civilization and enlightenment as well as a centralization of the government, which poten-
tially would be different from those of the oligarchical government of Okubo Toshimichi.
In spite of his ability and philosophy adding to his guts and skills, Mutsu was always taken
for as a bureaucrat not as a statesman. His desire to take a position of authority and to real-
ize his designs did not come true. It seemed to Mutsu that the government was filled with
those from the dominant domains, which he thought did harm to all of the nation. Mutsu











1868 年 2 月 4 日（慶応 4 年 1 月 11 日）７）、陸奥は外国事務局御用掛に任じられた。陸奥自
身も「余が生来始めて身を責任ある地に置き国家の公務に与かるの第一初歩なりとす」と
記している８）。その後、1874（明治 7）年 1 月 15 日に「自から進みて免官を請願するに至」
った９）。以後の経歴を辿るのは控えるが、まさしく他に類を見ない多様な経歴を有した人
物であった 10）。











たものであった。同年 6 月 1 日（同年閏 4 月 11 日）、幕府がアメリカに注文した鋼鉄軍艦
を新政府に引き渡すよう購入交渉ならびに資金調達を命じられ 13）、翌 2 日（閏 4 月 12 日）、
当該「御用中会計事務局兼務」が命じられた 14）。陸奥は「苦心の結果」大阪で資金を調達
し、同艦の新政府への引渡し交渉を成功させた 15）。
1868 年 8 月 10 日（慶応 4 年 6 月 22 日）、陸奥は会計官権判事 16）を免ぜられた。陸奥に
よれば、「会計官副知事其実は会計官総裁たる」由利公正と紙幣発行をめぐる意見対立があ




1869 年 3 月 4 日（明治 2 年 1 月 22 日）、陸奥は摂津県（後に豊崎県と改称）知事に任じら
れた。それに先立つ 1 月に、兵庫県知事伊藤博文は「国是綱目」を作成、建白に及んだ。
その提出には陸奥を始め、中島信行（陸奥の妹婿、兵庫県判事）・田中光顕（同県権判事）・何



















1866 年 5 月（慶応 2 年４月）、地士（下級封建官僚）層出身の津田出が「利世安民・天下弘
済」を理念に掲げ、殖産興業の奨励、留学生の派遣、軍制改革などを柱とする「御国政改革
趣法概略表」を提出、藩政改革が試みられたが、藩内抗争により頓挫した 33）。1869 年 2 月













訓練などと並行して、カール・ケッペン（Carl Cöppen, 1833－1907 年）を介してドイツ銃の購
入も進められた 42）。1870 年（明治 3 年）、津田は陸奥を説いて洋行させた 43）。普仏戦争の視
察、歩騎砲工の各兵科教官の招聘、鉄砲その他軍事に関する一切の器械購入、などがその
目的であった 44）。だが、陸奥自身の記述も希薄で、この間の動向はよくわからない。出発
時期については 1870 年 4 月（明治 3 年 3 月）とされているが 45）、半年ほど後の可能性もあ
る 46）。陸奥の肩書きは「和歌山藩欧州執事」というもので 47）、ロンドン 48）とケッペンの自
宅があるドイツのビュッケブルク（Bückeburg）49）に赴いたことやアメリカを経由したこと 50）
は明らかである。また、普仏戦争に際して「兵制の長短を知るに就て、多くの便宜を得た」
といわれる 51）。1871（明治 4）年に帰国すると、5 月から再び和歌山藩政に関わり、戍兵都
督となった 52）。徴兵制度を中心とする兵制改革は順調に進み、1870 年 4 月（明治 3 年 3 月）
時点で戦時兵力 1.4 万人余りを数え、廃藩置県後の解散時における兵部省への申告では、


















奈川裁判所設置（1872 年 9 月 7 日（明治 5 年 8 月 5 日））まで「聴訟断獄事務」（裁判）は県庁
が所管し、決裁（判決）は県令が行うこととなっていた 59）。たとえば、1872 年 3 月 27 日
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も大きかった 63）。1871 年 2 月（明治 5 年 1 月）、横浜の取り締まりをしていた警備兵を羅卒
と改称、羅卒総長以下階級を設定するとともに 64）、香港に職員を派遣して「羅卒規則」な













1872 年 3 月 19 日（明治 5 年 2 月 11 日）に「去月下旬より病気」であった妻が死去した 73）
にも拘らず、陸奥は翌日に「除服出仕」を届けている 74）。陸奥が精力的であったことを窺
い知ることができる。それだけに、マリア・ルス号事件への陸奥の対応には違和感を抱かざ























月（明治 2 年 4 月）、公議所に提起した「税法改革の議」で沽券制度の採用による全面金納











田孝平の地券方式に基づいて実施する方針がほぼ確定した 90）。そこで 1871 年 10 月（明治
4 年９月）、大蔵卿大久保利通・大蔵大輔井上馨は連名で、田畑永代売買解禁・地券発行・地
価賦課の原則を骨子とする「地所売買放禁分一収税法施設之儀」91）伺を正院へ提出した。
次いで同年 11 月 19 日（同年 10 月 7 日）には同じく連名で、「三府下地券発行之儀」92）伺を





陸奥は、神奈川県知事就任後の 1871 年 10 月 30 日（明治 4 年 9 月 17 日）、参議大隈重信
に対して、「未定稿」としながらも「田租改正之儀」を送り、「一読」の上「御決評」を求め
た 94）。井上馨・渋沢栄一などには相談済みであるとしていることからも、井上・陸奥の連携
































大蔵省は 1873（明治 6）年 1 月 31 日付で地方官会同の召集を指示、地方官会同は 1873
（明治 6）年 4 月 8 日から 5 月 2 日まで大蔵省で開かれた 106）。4 月 8 日に「会同ノ旨趣」を



























1873（明治 6）年 5 月 15 日、陸奥は、大隈重信の「推轂に因り大蔵省の事務を執るこ
とゝとな」り、渋沢に代わって大蔵省三等出仕となった（翌 6 月 17 日大蔵少輔）123）。井










1874（明治 7）年 1 月 12 日、陸奥は「去秋以来病勢特ニ激ク」「賎疾ヲ保養」したいとの
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した 133）。1873（明治 6）年 7 月 23 日に木戸が帰国すると 134）、陸奥は木戸に接近する。だ
が、陸奥が話したのは、「大蔵省の混雑せし元凶且入税の概算等」135）や「春来の変遷せし元
凶」及び「租税の一条等」136）が中心であった。陸奥は、8 月 26 日から 137）9 月 21 日まで












り、上記出張後も「賤恙兎角快復不致」として欠勤を続けた 141）。一旦復帰して、10 月 29
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